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■現在の社外団体・組織の兼務活動
J-Startup 推薦委員
一般社団法人日本スタートアップ支援協会 顧問
一般社団法人日本スマートフォンセキュリティ協会(JSSEC) 理事
崇城大学客員教授
九州大学起業部 メンター / 一般社団法人QU Ventures 理事
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 技術委員 等 多数兼務

■現在の政府・民間団体の委員活動
内閣府 地方創生推進事務局 国家戦略特区 「スーパーシティ」構想の実現に向けた有識者懇談会 民間等有識者 （第２回・第４回）
経済産業省 産業サイバーセキュリティ研究会：WG3（ビジネス化）構成員
内閣府「公共調達の活用等による中小・ベンチャー企業育成・強化に関する技術審査委員会」委員
内閣府「内閣府オープンイノベーションチャレンジ2017」アドバイザー
総務省「電波有効利用成長戦略懇談会 成長戦略WG」 構成員
総務省「ICT街づくり推進会議 スマートシティ検討ワーキンググループ」構成委員
総務省「情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 次世代人工知能社会実装WG」構成員
総務省「ICTサービス安心・安全研究会 改正個人情報保護法等を踏まえたプライバシー保護検討タスクフォース」構成員
NEDO(経済産業省・総務省オブザーバー)「データポータビリティに関する調査・検討会」構成員
大阪市「イノベーション促進評議会」評議員
大阪商工会議所「第４次産業革命推進委員会」委員
奈良県橿原市「大和八木駅周辺地区まちづくり検討委員会」委員
産業競争力懇談会（COCN）「人工知能間の交渉・協調・連携による社会の超スマート化」プロジェクトメンバー 等 多数兼務
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クリエイティブ・シティ
スマート・コミュニティ
サスティナブル・シティ

スマート・シティ
スーパー・シティ

スマートシティとは何か？
何故これほどまでに「街づくり」が国際社会の論点となっているのか？

本質は、
スマート・シチズン: Smart Citizen
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パークスマートチャレンジ
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本題
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Cyber-Physical System: CPS
Digital Transformation :DX

“X” as a Service : XaaS
X-Tech

“The City” as a Service Platform for “Citizen”
AgriTech

AdTech
FinTech

EdTech
FashTech

FoodTech

HealthTech HRTech

LegalTech 
MarTech

MedTech

RetailTech

GovTech
CivicTech
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（出所）各種公開資料を基に日本総研作成

アメリカ

デンマーク

Smart city 
Copenhagen /DOLL
Denmark Outdoor Light 
Lab
Smart Aarhus

GCTC:Global City Teams(NIST)
Smart Chicago
Smart Cities New York(LinkNYC,etc.)
San Francisco Smart City(Sfpark, DataSF etc.)
５D Smart San Francisco  2030 District
ハドソン・ヤード再開発プロジェクト
PBOT Smart Cities(Portland,Oregon)
SmartATL(Atlanta)
Smarter DC(Washington DC)
Smart Cities San Diedo
Lake Nona Medical City(Orlando)
スマートパーキング・交通渋滞回避（ボストン）
Sfpark
Smart Forests
Blue CRUSH
MyMagic＋
MagicBand
SenseAware
ShipmentWatch

英国・アイルランド

PSA-181(SCF:Smart
City Framework)
Smart Dublin
Future City Glasgow
Manchester Smarter 
City(CityVerve,etc.) 
Smart Beehive Project

スペイン

Smart City 3.0(smartcity Barcelona)
Smart Santander
Madrid Smart City
Valencia SmartCity
San Sebastian Smart City
Malaga Smart City
Garrotxa Smartcity
RERUM（ギリシャとの共同プロジェクト）

北欧

HRI(Helsinki Region Infoshare) /HSL(Helsinki Region Transport)（フィンランド）
Smart Oslo（ノルウェー）
Smart and Connected City(Stockholm) （スウェーデン）

フランス

Connected Boulevar
Smart Region(Paris/13 areas of 
ile fe France)
Nice Smaet City
Smart City Montpellier

ドイツ

Smart City Berlin

Smart City Munchen
(Stadtwerke,etc.)
シュタットベルケVPP実証
Smart City Berlin

イスラエル

Alcohol Analytics
Tel Aviv Smart City(Tel-
O-Fun,etc.)

シンガポール

Smart Nation
CityMIND Test プロジェクト

マレーシア

MIMOSスマートパーキングプロジェクト

オランダ

Amsterdam Smart CityAmsterdam Smart City

アルゼンチン

Tigre Operations Center(Public 
Safety)
ティグレ防犯プロジェクト

カナダ

Waterfront Tront（Sidewalk Tront等）
Vancouver Smart City

Smart Green Innovation Park
AMATA Science City 
Smart Green Innovation Park

タイ

河北雄安新区
杭州 雲棲小鎮,
杭州 Qiantang River 南岸地区/ Wanxiang
重慶市両江新区
天津生态城
深圳市新型智慧城市建设工作方案（2016-2020年）
HongKong SmartCity (Hong Kong Science & 
Technology Parks,Cyberport)

中国

欧米を中心に、世界中でスマートシティプロジェクトが実施されており、近年では、中国をはじめ、東南アジア
でも街のDXを進める動きが盛んである。
“Brown Field”の「アップデート型街づくり」と“Green Field”の「スクラッチ型街づくり」の各々における事例を紹介する。
地域としては、 「欧州」、「北米」、中国を含む「アジア」から主要な地域の取り組み事例を紹介する。

韓国

Songdo Ubiquitous-City(松島新都）

アラブ首長国連邦

Smart Dubai
Masdar City(Abu Dhabi)

オーストラリア

Adelaide Smart City Plan
Parramatta Smart City

インド

DMIC(Delhi-Mumbai Industrial 
Corridor)
Smart City Tirupati
100 Smart Cities Plan
GIFT City(Gujarat)

◆ 海外のスマートシティ開発の全体概要
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2009 2010 2011 2012 2013 2014     2015    2016 2017 2018

2011～2016年 FI-PPP(Future Internet Public Private Partnership)
★

欧州2020発表
- 2010.03

★
DSM発表 -2015.03

Digital Single Market

Horizon 2020 (2014～2020年)： 800億€

★
GDPR施行

-2018.05

★
FIWARE Foundation設立(2016)
-民間主導の非営利団体, 普及推進

★

FIWARE開発着手
- FI-PPPの基盤ソフト開発

支援

★ Barack Obama (2009年)
Open Government Initiative
“Transparency & Open Government”

★EU Open Data Portal開設
★ODINE実施-Startup育成

“Open Dara Incubator Europe”

★European Data Portal開設

★ Code for America設立
- San Franciscoで設立、全米に拡大

★ 「透明性アジェンダ」発表
- David Cameron (2010) → Open Data Portal開設

★ The UK Digital Strategy
- 2017.03

★Smart America Challenge発表
-連邦政府 2013.12

★ Global City Teams Challenge (GCTC)
- NIST US Ignite 2014.08

★ Smart City Initiative
-ホワイトハウス 2015.09

★ 「スマートロンドン計画」発表
- Boris Johnson (2010) → London Data Store開設

★ 「ロンドン・インフラ計画2050」発表(2014)
★ The Future of Smart発表(2016)

“Data for London: A City Data Strategy”Update

★ Smart Nation Vison発表 - Lee Hsien Loong(2014.08) 
→ SNPO設置 Smart Nation Initiative開始 (2014.11) 

→ SNDGOに改組（2017.05）
★Infocomm Media 2025発表

- MCI:情報通信省(2015.08) 
★GovTech/IMDA発足

- IDA/MDA再編(2016.10) 

★FIWAREがGCTCと連携機関に(2015.11)

◆ （参考）現在のスマートシティ開発に至る主要地域での流れ

★
Smart cities and communities initiative
- 2011
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◆ 先進的なスマートシティの取り組みにおける共通的な機能について

①VISION
VISION（思想）が明確であり、地域が抱える課題も明確。
よって、原則（Principles）やガイドラインが明文化されており、充実している。

②Governance/ Management and Facilitation
地域のスマートシティ化を牽引する専任組織が明確であり、エリアマネジメントにける役割分担が為されている。
技術面、制度的での専門性を備えた集団によるファシリテーション機能も充実（CTO,CIO,CLO的人材の配備）

③OPEN Data
地域としてオープンデータの拡充と利活用に向けた環境整備がなされている。Open Data by Defaultで進める地域も。

④Innovation Hub/Platform
産官学市民連携によるイノベーションプラットフォームの充実により、スタートアップの創出や当該スタートアップと連携し
たエリアのサービス創出が図られている。都市をイノベーション共創の為の基盤(City as a Platform)の考え方も。

⑤Top Down ＆ Local Leader(Owner) Ship
国のトップダウンの政策と地域の政策との連動がうまく図られている。

⑥Living Lab.
リビングラボを中心としたマルチテークホルダープロセスの充実。
市民と共に技術・制度・ビジネスの観点より持続するエコシステムの検証を図る → 必要な場合はルールの見直し

Innovative & Sustainable City
地域におけるInnovation EcosystemとSustainableな社会システムが構築される。

先進的なスマートシティの取り組みを実施している地域は、以下の6つの機能が充実している。

リビングラボの主要な活動
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市民との共創

海外事例
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デンマークの省庁横断的なイノベーション・ユニット。社会的な課題の解決や、公共部門におけるイノベーションの創出に
向け、政府の職員が市民や企業、地方自治体、公共機関等と議論し、触発し合い、協働するための物理的なスペースを
持つシンクタンクでありドゥタンクである。

マインドラボは、当初、経済ビジネス省内で発足したインキュベーションの取り組み（2002年～）であり、市民を巻き込んで
行政に新たな視点を導入する目的であったものの、期待された効果を生み出せなかった。

そこで、2007年に３省庁（当時の財務省、雇用省、経済ビジネス省）共同の取り組みとして再編された。現在は産業ビジ
ネス財務省、教育省、雇用省ならびにオーデンセ市が参加し、経済内務省と連携している。

政府職員ばかりでなく、多様な専門家や関係者、自治体、市民などを巻き込み、中立的な立場から政策の立案や制度の
改善、ユーザー視点のシステムの導入、起業家支援などに取り組む。

スタッフは18～20名位であるが、各省庁の職員が半年から１年の期間でマインドラボに出向し、各プロジェクトに携わる
ことで、出向者が各省庁にマイ ンドラボの「現場重視」、「ユーザー中心」、「デザイン起点」といったノウハウを還元し、理
解を深める ことが可能なシステムとなっている。

デンマークでは、スマートシティを推進する為のファシリテーションやマネジメント機能に加え、
イノベーションハブ・プラットフォームとして機能する組織を有し、市民との共創の場としてのリ
ビングラボをうまく活用している。
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コペンハーゲン・ソリューションズ・ラボ（CSL）は、 2014年に設立され、スマートシティ開発に向けた産官学民
連携（クアドラプル・ヘリックス）の結節点であり、イノベーションのインキュベー タとしても機能している。
CSLは、行政の縦割り組織に横串を指し、市の部局間の横断的な課題解決の取り組みを促進させるとともに、市民
を巻き込み、 国内外の企業や研究機関との連携の基盤であり、多様なステークホルダーが参加するハブとして重要
な役割を果たす。
CSLは、スマートシティ・プロジェクト委員会に設置され、市のオープンデータやストリート・ラボなどのプロジ
ェクトを実施している。
CSLは、市民が革新的なソリューションや新しいデジタル技術の開発やテストに参加できる「Smart Citizen 
Borgerpanel（Citizen Panel）」を導入している。
CSLのウェブサイトから市民パネルへの参加を登録すると、新しいアプリケーションやサービスのテストに参加し
、評価したり、新しいスマートシティ・プロジェクトに関する情報や、ストリート・ラボの見学、ワークショップ
への参加などの機会を得ることができる。

スマートシティ等政策の策定過程における国民との対話を重視し、オープン・イノベーションの枠組みを構築。

13



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

Gate21は、DOLLなどのプロジェクトを運営する産官学連携（トリプル・ヘリッ クス）組織で行政、産業界、大学研究機関
の戦略的なパートナーシップを通じて、持続可能な社会、グリーン経済を実現することを目的に設置された。
重点分野として、都市建設、交通、エネルギーと資源を掲げ、研究開発、リビングラボ等を通じたテスト、デモンストレー
ション、社会実装に取り組んでいる。
Gate21は、国や地方自治体が抱える課題解決に向けた産業界、行政、大学・研究機関の関係強化に重要な役割を果
たしている。
参加自治体がリビングラボとなることで、企業や大学・研究機関が実際に利用される環境やユーザーニーズを勘案しな
がら、新技術の開発や試験を実施することができる。

他にも、コペンハーゲン市では、市立図書館が市民向けサービスのアクセスポイントとして、「エンパワー・ザ・シチズン
ズ（市民に活力を与える）」と呼ぶプログラムに取り組んでおり、市民サービス局とともに市民向けトレーニングコース「
デジタル・コペンハーゲ ン市民（Digital Copenhagener）」を運営している。

「スマートな市民なくしてスマートシティはあり得ない」という思想の下、簡単な操作性や補助機能などユーザー・フレ
ンドリーな技術開発とITリテラシー向上の両面から市民をサポート し、スマート・シチズンへと変革を促す取り組みが
求められる。

スマート・シチズン：
デジタル技術への対応という側面ばかりでなく、自分たちが居住する都市や社会に対する問題意識を持ち、
課題解決に取り組もうとする市民。

スマート・シチズン(Smart Citizen)向けのサービスも充実

14
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デンマークでは、スマートシティなど革新的なプロジェクトに大企業ばかりでなくスタートアップも参加可能
とするために、商用前調達（PCP：Pre-Commercial Procurement）と呼ばれる制度が 導入されている。
PCPは、商用化される前の研究開発の段階での資金支援をすることにより、政府・公共部門のニーズに対応す
るソリューション開発の推進を図ることを目的としている。
具体的には、政府・公共部門が課題を提示して解決のためのアイディアを募集し、応募企業の中から競争的な
選定を行う。
選定企業はプロトタイプを作成し、リビングラボでテストを行い、成果が見込まれるものはさらに大規模な実
証実験を行うための予算が配分される。
PCPの制度により、スマートシティなど政府・公共部門のイノベーションに寄与する開発に携わるスタートア
ップに対する資金支援が可能となり、事業化や新たな市場開拓を後押しすることが期待される。
アムステルダム市やサンフランシスコ市では、STiR（Startup in Residence）という同様の制度がある。

（参考）PCP: Smart City × Open Innovation

STiR（Startup in Residence）

15



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

City Digital
産学官連携のプラットフォームでCPSに関連するイノベーションと実用化に取り組む産学官連携
のハブ組織として 2015年３月に設立。
シカゴ市全体を実験と実践の場と見立て、スマートシティに関する研究開発と実用化・商業化の
間のギャップを埋め、事業化を推進することを活動目的としている。
市はオブザーバーや発注者でなく、協業者・共同開発者として位置づけ。

UI LABS
UI（University＋Industry）ラボは、企業や大学・研究機関、公的部門・市民組織、ベンチャー企業の協働の
基盤である。UIラボは、連邦政府のイノベーション政策であるAdvanced Manufacturing（DMDII）とスマート
シティ（City Digital）について、地域を基盤とし、IoTやビッグ データなどのイノベーションを実用化・商業化に
繋げる触媒、ならびにベンチャー企業を育成するアク セラレータとしての役割を果たす狙いで2014年に設立
された。

※年１回開催される首脳会議で、シティデジタルならびにパートナー機関は、課題の特定や優先順位付けし、
小グループ（通常４～８名のパートナーで組織）で解決策を検討する。そして、メンバーが 所属する大学や企業に
おける研究開発、ハードウェアやソフトウェアの作成ののち、市の特定地域で実 証実験が行われる

Smart Chicago：Civic Techの活動に対し資金・活動場所・技術支援を提供
2010年に市とマッカーサー財団、シカゴ・コミュニティ・トラストにより 設立された非営利組織。
当初は、シカゴ市のブロードバンドの整備、ならびにデジタルデバイドへの対応を目的として設立。
現在は、データとテクノロジーを通じて市と市民の生活 を向上が主な目的。
具体的には、すべての市民において、①テクノロジーとイ ンターネットへのアクセス、②デジタルス
キルの向上を可能とし、③データを基にした市民に関連するプロダクトを創造することが、活動の

重点とされ、ミートアップを行ったり、開発されたアプリやサービスのテストや評価に市民が参加す
る 「Civic User Testing Group」プログラムを運営している。

シカゴ市では、スマートシティを推進する為のファシリテーションやマネジメント機能に加え、
イノベーションハブ・プラットフォームとして機能する組織を有している。

16
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シカゴ市では、オープンデータの開放・活用が市民の行政・地域社会への参画 を促し、地域の課題を解決する
アプリや利便性の高い公共サービスを生み出すだけでなく、新たなビジ ネスの創出にも繋がるように、これを
サポートするエコシステムが構築されている。
シカゴ市民が知識の共有や議論・協業を行う場として「Chi Hack Night」が毎週火曜日の夜に開催されているほ
か、オープンデータを生成・活用する機関と関心のある市民が集まり議論する「Chicago City Data User Group
」が月１回定期的に開催されている。これらは、市民有志により運営されており、市の幹部や職員も参加する
など、協業の基盤として機能している。

シカゴ市のオープンデータを巡るエコシステム シカゴ市の民間でのオープンデータの活用事例

（参考）オープンデータの取り組み

17
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Agenda

18

1. 複雑化する社会 ～第4次産業革命の本質

2. 第４次産業革命期における街づくりイノベーション

3. 我が国が取り組む方向性について

4. 平城宮跡パークスマートチャレンジから奈良の次世代街づくりへ
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複雑系/創発
Complex Systems

Source:
Hiroki Sayama, D.Sc. - Created by Hiroki Sayama, D.Sc., 
Collective Dynamics of Complex Systems (CoCo) Research 
Group at Binghamton University, State University of New York
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Innovation
Economic Growth Theory:経済発展の理論（1929）
Joseph Alois Schumpeter
New combinations
アントレプレナーによる新結合により経済成長がもたらされる

新しい財貨の生産：Production innovation
新しい生産方法の導入：process innovation
新しい販路の開拓：market innovation
原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得：supply chain innovation
新しい組織の実現（独占的地位の形成やその打破）：organization innovation

『イノベーションは､視点を変えたり自分自身が変わったりすることが
出発点になるのだ｡
ものの見方や自分自身を変えようとしているうちに､それまでとは異なったもの
が見えてくる｡』

『未来につきものの不確実性に対する反応として､俊敏な対応もある｡
戦略的な柔軟性は､不確実性の時代には望ましい要素だ｡
移り変わりの激しい世の中で､すみやかに製品や流通チャネルや技術を変更
していくのは企業にとって必須の条件だ｡』

-Gary Hamel
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Eco-system
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「スマート化」する社会
（市民にとって便利な社会）

「複雑化」する社会
（企業にとって複雑な社会）

Code ver2.0
Lawrence Lessig

2006

The Singularity Is Near
Raymond Kurzweil

2005

22
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まずは
変革のスピート感
をつかんでみる

１００年前～現在

23

情報通信技術の急速な進展
による産業構造の変革
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/WeWork
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「情報通信革命」

により

「産業の構造的な変革」

が起こり

イノベーションが「加速」する

25



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

新たな「資本」主義
（第4次産業革命から「資本主義革命」へ）

Circular Economy
Invisible Capital

第一段階として
「貨幣経済」と「データ経済」の融合が起こり

「個」/もしくは「コミュニティ」がより力を持つ時代に

2030年代の新たな経済

26
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Worldwide Data Governance

Data Free Flow with Trust
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Before Internet After Internet
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国土基盤ストックの維持管理・更新費動向

我が国の人口の推移

（出典）2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）

（出典）国土審議会：第3回長期展望委員会

1990
2G

1kbps

2000
3G

1Mbps

2005
3.5G

10Mbps

2010
3.9G

100Mbps

2015
4G

1Gbps

2020
5G

≧10Gbps
回線速度の推移

人口増加
環境下での

街づくり

人口減少
超高齢化

環境下での
街づくり

国土基盤ストックの
更新に伴う

都市の（再）開発の増加

• 急速に進む少子高齢化
→街の高齢化に対する対応

• 人口の低密度化と地域偏在化が顕著に
→地域特性に合った街づくり対応

• 流出流入人口の対応も視野に入れる
必要あり。特に、インバウンド観光対応。

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

訪日外国人旅行者数の推移と政府目標

2030年
6,000万人

2030年
4,000万人

• 国土基盤ストックの老朽化/国土強靭化
→国土基盤更新に伴う、基盤の高度化

• 都市の再開発の増加
→国土基盤と連携した街の高度化

ICT利活用

（出典）観光庁統計より日本総合研究所作成

急速な情報通信
関連技術の進展
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1980       1995        2005    2010    2015      2020   2025   2030 2040   2045

ネット

商業化
Social化 Mobile化 自律化 Singularity

1.17億人 1.25        1.27     1.27     1.25        1.24  1.20    1.16        1.07    1.02
9%          15%          20%     23%     27%       29%   30%    32%       36%    38%

団塊
75歳以上

後期高齢者

医療費 ３２兆円 ３９兆円 ５３兆円

福祉 他 １９兆円 ２３兆円 ３１兆円
（介護） (7兆円) (10兆円) (16兆円)

０歳 １５歳 ２５歳 ３０歳 ３５歳 ４０歳 ４５歳 ５０歳 ６０歳 ６５歳
ネット世代 0歳 １０歳 １５歳 ２０歳 ２５歳 ３０歳 ３５歳 ４５歳 ５０歳
ソーシャル世代 0歳 ５歳 １０歳 １５歳 ２０歳 ２５歳 ３５歳 ４０歳
モバイル世代 0歳 ５歳 １０歳 １５歳 ２０歳 ３０歳 ３５歳
ロボット世代 0歳 ５歳 １０歳 １５歳 ２５歳 ３０歳

人口

高齢化率

意識すべき世代感覚

日本の未来
～本当に、政策に「人々の成長や感性」が織り込まれているのか？～

31
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実空間とサイバー空間双方をマネジメントする困難さ

◆ 第４次産業革命期における街づくりの課題
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このような大きな環境変化で

既存の都市開発・街づくりプロセス

を踏襲するだけで今後１００年

都市経営できるのか？

33
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A.I.

Technology

ロボット

例えばこういう発想となる
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リアル・サイバー空間を一体的に街としてとらえ街づくり計画を
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２０５０年のまち
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市町村の人口密度と行政コスト

都市構造がコンパクトになり
人口密度が高まれば、

効率的に行政サービスや
経済活動も行える。

長年コンパクトシティ化
については議論されてきているが

・・・・



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.39

コンパクトシティにテクノロジーが実装され進化する
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我が国の街づくり政策
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街づくり関連政策をめぐる大きな動き

ICT街づくり推進会議
スマートシティ検討ＷＧ
「 第一次取りまとめ 」

産業構造審議会 新産業構造部会
「新産業構造ビジョン」

戦略分野の検討（スマートに暮らす）

未来産業・技術委員会「Society 5.0 実現部会」

都市/地方/インフラ/ モノ・コト・サービス/サイバー空間

Society 5.0実現による日本再興
～未来社会創造に向けた行動計画～

未

来

投

資

会

議

未

来

投

資

戦

略

スマートシティの実現に向けて
【中間とりまとめ】

2016.11.08 ～

2017.05.30

2017.01

2018.08.21

「スーパーシティ」構想の実現に向けて
（最終報告） 2019.02.142018.10.29～



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.42 42



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.44



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.45



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.46



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.47

（出所）国土交通省HP
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各府省の役割

コミュニティ

大都市

社会制度、ルール

サービス、ビジネス

アーキテクチャ、
Society5.0データ連携基盤

規制の特例等も活用した、先進技
術の実装による地域課題の解決

【内・地方】

アーキテクチャの構築

・検討会議（関係府省合同）
・各省事業への反映

【内・科技】
地方小都市

広い分野を対象とした実証・実装
【総、国】

特定の分野（エネルギー、交通等）
を対象とした実証・実装【経、国】

※ このほか、スーパー
シティ構想の実現に向
けた制度整備、実装
等を推進
【内・地方】

スマートシティの
データ利活用基
盤の構築【総】

スマートシティ関連の
都市インフラの整備
【国】

（内閣府作成）
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産業データ

53

土地

交通網

エネルギー網

センサー群

建物/端末

ネットワーク

プラットフォーム

都市OS

データ流通

サービス・アプリ

Ph
ys

ic
al

 N
.W

.

認証系 / 決済系 PF

セキュリティ基盤

PDS

情報銀行（情報信託スキーム）

ブロックチェーン

VISION

住民QOL

Ph
ys

ic
al

 L
ay

er
D

ig
ita

l L
ay

er

エリア住民の望むサービス・解決すべき課題

首長のリーダーシップ/住民合意

空間
時間

C
LO

U
D

エリアA エリアB

各種サービス・アプリケーション

API API API

API APIAPI Economy

API

API

５G/WiFi/LPWA/衛星/放送/可視光・・・

Fo
g

エリアマネジメントとして都市OSによる
エリア内のデータマネジメントも実施

Interoperability/相互互換性
住民視点でのデータポータビリティ

データローカライゼーション
空間資産管理/住民資産管理

連携

総合計画/まちづくり計画

エリアマネジメント

リードアーキテクト

データポータビリティ

マルチステークホルダープロセス
によるガバナンス

ネットワークの外部性による経済圏の拡大

エリア課題の解決
国土強靭化、住民QOL向上
エリアの資産価値の向上

住民のデータ資産がエリアの価値へ
・・・

アーキテクト検討にあたって
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Megacity
OSAKA

Global
Showcase

JW MARRIOTT HOTEL（奈良市）
2020年春 オープン予定

CANDEO HOTELS(橿原市) 
2018年2月15日オープン
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平城宮跡パークスマートチャレンジ

広大な「公園」が奈良県ひいては関西広域における
重要な「リビングラボ機能」を果たす可能性がある。

何よりシビック・エンゲージメントとしては絶好の「場＝テストフィールド」

街や住民の課題解決のための技術導入・サービス展開を計画しても、実際に社会
実装を行うのは容易ではない。
市民等利用者が当該サービスを体験してもらい「便利だね！」、「これいいね！」
と思ってもらわねば何も始まらない。

公園という特性上、色々なチャレンジが可能である。
いかに来園者に「楽しんでもらうか？」「感動してもらえるか？」、クリエイティ
ビティ、オリジナリティが求められ、歴史に根差したストーリー展開も重要。
さらに、事業性の面から公園経営の可能性についても産官学市民連携で検証できる
。
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奈良市周辺から県内・県外への広がり
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奈良県橿原市「大和八木駅周辺地区まちづくり検討委員会」
橿原市 大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画(平成30年12月)
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公共交通、観光、生活サービスネッ ト
ワークを ICT 技術によってつな げ、多様
な都市サービスを提供し、 交流人口の
回遊性を高めるとともに 市民に対し良質
なサービスを提供
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Medicine-Based Town
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Medicine-Based Town



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.62



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.63

重要なのは、「住民QOL向上の本質」を捉えること。
未来社会は “Citizen Centric Society” から “Citizen Driven Society”へ

市民の関与（いわゆる シビック・エンゲージメント）が重要

サービスは利用者たる市民によってアップデートされ洗練化される。
技術は、市民に受け入れられ社会実装され“文化”となる。

課題は山積
オールドニュータウン問題、医療問題（僻地医療、生活習慣病）、
メガシティの交通問題、働き方改革、インバウンド受け入れ・・・

これだけ課題の多い日本においては、
“Global Living Lab”

になりうる可能性がある。

日本人の日常生活は、日本人が思っている以上に
創造性豊か（Creative）で多様性に満ちている(Diversity)
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Thank you

hironobu.azuma.7

azuma.hironobu@jri.co.jp


